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１．はじめに

本論文は，平成26年度に111請交付された科研費基盤研究（Ｃ）「社会関与に

よるコミュニティ再生の可能性に関する実証研究一地域知能を軸として－」に

もとづく３カ年の実証研究の１年目における研究成果を報告するものである。

本実証研究に関する経営論叢への投稿は初めてであるので。科研費申請から予

備アンケート調査，その後の分析まで26年度に行った実証W|:先の経緯を含めて

報告する。
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２問題意識

本研究の方法論の一部は，既に中根･杉野［６］で報告した。［６］ではソー

シャル・キャピタル（SC）を視座にして商店街の活性化への筋道を検討した。

都内７カ所の商店街を対象に，商店街振興組合と町内会，ＮＰＯの例として小

中学校のＰＴＡ，全国の地場企業を対象とした実態調査を行った［７，８]・そ

の後の検討で，（ア）地域コミュニティ（RC）に占める商店街の位置づけはさ

らに低下している，（イ）ＳＣは地域のつながりを結果として捉えるのみであり，

再生の施策検討の説|ﾘ]変数には不適である，（ウ）ＲＣのアクタにはＮＰＯや地

元企業も含むべきであるという結論に至った□その後の研究では，（ア）ＲＣ

そのものの活性化を対象にし，（イ）ＲＣを市区町村レベルと捉え，ＳＣの_上位

概念として，人間知能と機械知能を複合したＣＩを措定しそれらを基準にし

た「ＲＣのつながり」を議論する必要性を認識するにいたった。地域知能（CI）

の向上がＲＣ再生のための「地域社会関与」を高めることにつながる。

３．先行研究

1960年代以降，都市化の進展，少子高齢化，それに伴う生活様式の多様化

さらに地方においては過疎化高齢化に伴って，ＲＣは衰退の一途を辿り真

に自主的な住民組織として自ら地域課題解決に取り組む力を持つことが再生の

要件として要請されている。行政におけるＲＣ政策も，それまでのハード面中

心から，2000年代後半には地域力の向上という新しい観点から再生政策が展開

している。活性化の要素として社会関係資本（SC）が注目され始め［９］国

内外に多数の先行研究がある。本研究で導入するＣＩ（Community

Intelligence）という概念は，消費者の社会関与に関するWebsterモデル［２１

FreidenandDownsによるその改良［３］を先行研究としながら，日本社会

に適合したモデルを構築しようとするものである。
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われわれも，ＳＣに基づいて商店街活性化によるＲＣ再生の方策に関する研

究を行ってきた［６－８]・しかＬＳＣは静態的な概念であり，ＲＣ再生の具体

的な制御変数には結び付きにくい。本研究では，ＳＣの上位概念としてＣＩを

導入する。ＣＩは,ＲＣの持つ人間知能（年長者や地域住民の知識・経験の集積）

と機械知能（データベース，SNS，ＷｅｂなどのICT資源に蓄積され，処理，

伝達される知識・経験の集積）の相互作用・集積・統合の複合体であり，ＲＣ

の地域アクタのＲＣについての理解,ＲＣが遭遇する問題（課題）の意識,認知，

設定，解決，実施，学習，記憶といった個人の知的活動のアナロジに基づいて

導入される概念である［５]･Ｃｌの水準はWebsterが導入したCommunity

lnvolvementlndex（CII）の改良によって測定する（図１)。

図１Ｃｌ,Cllと地域コミュニティの関係

|tｙ
ｌｎｄｅｘ

Ｉ 磯1戒知能ｉ
」

人間知能

本研究では，ＣＩの可視化を試み，そのための指標としてCIIを導入するこ

とを着想した。すなわち，地域住民，ＮＰＯ，地場企業を，「ＲＣのつながり」

に直接関連する組織構成主体として捉え，CIIを用いて地域知能を測定するこ

とによって地域知能の実態を可視化する。このモデルを使って，実態調査結果

に基づいて，機械知能の効果を確認できるという着想を得た。

日本におけるこれまでのコミュニティ政策はハード面の整備が中心であり，

ソフト面の成果は十分に上がっていない。2000年代後半になって，地域力の向

上という取り組みが始まった。本研究は，地元でＲＣに関する意識の高い
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NPO法人へのインタビュー及び地域住民へのアンケート調査をもとにＣＩの可

視化モデルを作成し，複数地域を比較分析しＲＣを牽引する「mentorや

everydaymaker*」（ＭＥＭ）の存在と関連させて，ＩＣＴの活用によるＲＣ再生

の方途を明らかにする．これによって，政策面でＲＣ再生の提案ができる。ま

た，それを担保するための地域住民の在り方に関する提案もできる。

（*北欧の地域においてＲＣ活動を章リＩするリーダ）

ＣＩＩは，米国における「社会意識の高い消費者」という理想型を説明するた

めにLBerkowitzとKGLuttermanが開発しFEWebster,Ｊｒ・が発展さ

せたモデルであり，SocialResponsibilityScaleをもとにしている．地域社会

への関与度CIIの高い人は，保守的で伝統的な社会価値を大事にする傾向があ

る。またCIIの高い住民は，収入，教育，職業に関してより良好な状況にあり，

自ら積極的な役割を果たそうという意識をもっている。FreidenandDowns

[３］はWebsterのモデルに二つの要素を追加して改良している。本研究では，

日本社会におけるＲＣのマクロ的な社会行動を扱うためにモデルを修正する。

すなわち，Websterモデルは，収入，教育，職業といった個人属`性のみを扱っ

ているがわれわれはこれを，当該地域の選挙投票率,ＮＰＯ数,ＳＮＳの活発さ，

甘え尺度［４］などコミュニティの特'性を示す社会属性と合成したモデル化を

行う。この改良版CIIによって，ＲＣの構成員の地域社会関与の希薄化度合い

を測定し衰退の実態を比較調査し機械知能を用いたＣＩ向上策の有効性を

確認する。

４分析のフレームワーク

４．１本研究における研究成果

本研究では，「地域知能（CI）は人間知能と機械知能から構成されており

CIの水準はCIIによって測定できる。ＣＩの向上には，ＩＣＴ（機械知能）の活

用によるCIIの増加が有効である」という仮説を検証する。本研究によって，

いわゆる「ご近所の底力」のような地域知能の市区町村レベルでの集積を可視
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化し，これによって．コミュニティレベルでの地域活性化への貢献を目指す。

また，海外における先進的な取り組みと比較し本研究により明らかになった

柄気のあるＲＣと比較し日本のＲＣ再生への示唆が得られる。

われわれのこれまでの商店街活性化に関する研究を発展させ，ＲＣの活気を

取り戻す原動力は，その構成員である住民，ＮＰＯなどの非営利組織，営利組

織（地元企業）のもつＣＩの総合力であると考える。ＲＣで地元意識の高い

ＮＰＯ法人へのインタビューと住比へのアンケート調査によってデータを収集

しCIIモデルを構築する。ただし十分にＣＩの高いＲＣであっても，当該

地域に課題が発生した時にＲＣを牽引するＭＥＭのような存在がないと迅速

に具体的行動に移すことは困難である。本研究では，市区町村レベルの領域を

対象にＬＣＩを高い水準で維持できれば，継続的に課題解決ができ，ＲＣ再生

に寄与するとの仮説を検証するとともにＲＣにおける組織対応の必要性役

割などについて諸外|玉|の事例を調査し提言する。

４．２２６年度の研究内容

ａ・研究目標

われわれのこれまでの調査研二究成果も踏まえて，東京23区のＲＣの現状を調

査し，良好な地域とそうでない地域を摘出する。ステークホルダ（住民，

ＮＰＯ，地元企業など）へのアンケート調査，統計データの収集をもとにして

地域知能指標を示すCIIモデルを構築する。CIIモデルは，多変量解析によっ

て作成する。調査対象地域は，北|Ｚ，，W1111区，世田谷区の３区とする。予定し

ている全体研究計画の枠組みは，申請者たちが所属する大学で平成21,22年度

の特色研究及びその後の自主研究において採用してきた枠組みをさらに発展さ

せたものである。特色研究においては，ＳＣを理論的ベースとしていたが，本

調査研究ではＳＣの上位概念としてＣＩを設定する。これは，組織論における

Organizationallntelligence（組織知能）に依拠している。

－５５－



[論文］社会関与によるコミュニティ再生の可能'件に関する実証研究（中根・杉野）

ｂ・ＲＣの現状に関する文献調査

CIIモデル作成の前提として，「統計でみる市区町村のすがた2012」［111

｢基礎自治体データブック」［12］その他から市区町村の実態データ，住民のつ

ながりを把握するのに役立つデータ（選挙投票率，地域ＳＮＳサイト設置数，

NPO法人数，コミュニティリーダの有無・人数．コミュニティ活動の拠点数

など)，コミュニティiijlr動の樋類（地域の環境保全，防犯・防災，高齢者・障

碍者支援，育児支援など）を収集する。

ＣＲＣの実態調査

対象とする各地域のＮＰＯ法人を訪問してインタビューを行いＲＣの構成

員間のつながりの実態，地元の地域知能に関する特徴・課題などを聴取しま

たインタビューイーに予備的なアンケート調査の回答を依頼する。これによっ

て，われわれの設定した質'111項目の妥当性を確認する。

。､アンケート調査作成

われわれが行った地域社会のつながりに関する実態調査結果（特色研究及び

自主研究）及び本研究の地域コミュニティへのヒアリング調査結果を踏まえ

て，CIIモデルを作成する。まず設問項目の妥当性等を確認するために，調査

対象地域である１１t田芥区足立区，宇都宮市のＮＰＯ法人を対象に予備アン

ケート調査を行う。

当該予備調査結果を分析しCIIモデルの精度をさらに高めるために設問の

追加及び削除等の改良を行い本調査（Ｗｅｂ調査）の準備を行う。

５．研究活動の詳細

５．１アンケート調査方法

東京23区から北区，品)Ⅱ区，世田谷区の３区を抽出した。その方法は，２３区

の統計データ43種を用いてＳPSSによってクラスタ分析を行った結果である。
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Dendrogramにおいて即離の遠かった３グループの中から先ず本学の地元であ

る世[Ⅱ谷区を抽出しそれとの即離が遠い２区を選んだ。

５．２ネットによるアンケート調査について

インターネットを利用したアンケート調査（ネット調査）技法はすでに定着

したように見える。例えば，ネット調査の最大手ネットミル社は2000年１月に

設立されている。国勢調査も2015年度からインターネット回答が可能となっ

た。しかし，ネット調査について，特に留意すべき事項は次の２点である［ｌ］。

①「調査対象者の選び方」つまり「誰を，どのようにして選ぶか」

②「回答収集方式」つまり「どのような手段で回答を集めるか」

①は登録者集団の作り方に関連することである。各種の方法によって調査協

力の意思を持つ人達を集め，その叩から調森の都度，調査のＨ的などに合わせ

て実査の対象者を選ぶクローズド型，Ｗｅｂ上に調査票を公開しバナー広告

などで調査協力を広く呼びかけるオープン型がある。クローズド型が多いよう

だが，今lmilも同様の用法')であった。②は調査方式（調査モード）に関連する

ことである。従来は，郵送調査・自記式，面接員による個別訪問面接聴取法・

面接方式，調査員による個別訪問留置法・自記式，電話調査（間接的な面接法）

など様々な方法が採用されてきたがネット調査では，回答を記入した文書

ファイルをメールで送付させるかＷｅｂページ上で直接回答を入力させる方

法がほとんどである。アンケート調査にもプライバシ保護が強く意識されるよ

うになった現在では，後者が圧倒的に優れているわけであり，今回も後者の方

法であった。

今回は地域コミュニティに関する調査であり，対象とした25歳から70歳（こ

の年齢'幅は我々が設定した）までの住民を母集団としそこから各区について

170名程度（合計500名が|E|標）を抽出するわけだが年齢構成については特に

指定しなかった。

2014年l2Hl2HにアンケートT凋査を実施した。北区174名，品Ⅱ|区177名，ｌｌｔ

ｌⅡ谷区174名のアンケート回答が１日のうちに集まった。その効率の良さは

－５７－
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驚くほどである。しかし１回|答を精査するうちにいくつかのＩ１Ｌ１ｌ題点が|U]らか

になったc

①年齢構成は６分類としたが，各分類にほぼ同数のｌｎ１答者があった。調査会社

は」Tjl答者の屈性セグメント化しセグメントごとに－LL受け付け，回答完

了者が要求回答数に達すればそこでそのセグメントの窓を閉じていると思わ

れる。従って，｜Ⅱ|答者合計は要求数500豹に対して若二'二超えてしまう可能性

がある。結果から見ると，年齢層が偏らないようにとの意図が兇事に反映さ

れていた。

②複数回答とした設ＩＩＬＩ１で僅かであるが，分からない以外のすべての選択肢に|,]｜

答しているといったずさんな回騨があった。「iii接|Ⅱ|答ﾌﾞﾌ法とは異なり，他の

調査でもこのような事例は散見されるようだ｡複数回答を求める場合には，

「３つまで」などと限定すべきであった。

③回答者の職種によって，回答に偏りが見られるかという懸念に対しては，杏

定的であった。労働政策研究・研修機榊による研究報告［３］に指摘される

ような，①高学歴で，専|]']技術者とその他が多く，技能．労務職が少ない。

②非正規社員が多く，勤務年数が大ll1i7iに短く，労働時間が短い。という特徴

はまだわかっていない。

④SPSSを使用して判別分析を行おうとしたが，良い結果は得られなかった。

判別分析は，事前に異なるグループに属する|IJI答老に質問を行いどちらの

グループに属するかを判別するための基準（判別関数）を作成するものであ

る。さらに同様の質'11]の結果新しいデータが得られた|祭にその関数を用い

て，どちらのグループに属するかを判別しようとする手法である。

５．３集計と分析

本節では，主な質問項目の集計結果を示す。’111答老数は525字,であ１１内訳

は，‐|UⅢ衿区174狢，北区174名，，Wll区177名であった｡回答者数を特記して

いる表は，無回稗者を除いた数を示す。なお。本稿では紙ll1Fiの都合｣二，区別の

集計と分析は行っていない。それらは別稲に委ねたい。
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まず，回答者の基本属性としての居住年数を確認したが１０年以上が過半数

に及んでいる（表ｌ）。

表１居住年数（％）

次に、今後も現在の場所に住みたいかを聞いたが，

であり，約８割の住民がその程度に差はあるものの，

向を持っていることが分かった。

その結果は表２のとおり

今後も居住し続けたい意

表２今後の居住意向（％）

さらに，居住地域に愛着を持ち，その一員であることの誇りがあるかをたず

ねた。表３に見るように肯定的回答が否定的回梓を大きく上|回|る結果となっ

た。

周知のように近年，社会の絆が希薄化しつつあるという指摘が多く見られ

る。そこで，本調査でもその状況を改めて確認してみた。その結果は表４のと

おりである。確かに「地域住民問の絆」と「世代|Ｈ１の絆」については日常生

活での絆が年々薄れていると認識しているが，その一方で，「家族・親戚との

－５９－

２０１１ﾐ以上 ３１０

１０（Ｆ以上２０１１三未満 ２１．３

５年以」二’0（１２未満 １４．３

１年以上５年未満 ２４．０

１（'二未満 9.3

できるだけ住み続|ナたい ３３．９

当分住み続けたい ４７．０

できれば転居したい １３．３

(]=みにくいので近々転居予定 Ｌ３

仕ﾆﾎ:の関係で転居予定 ４．４
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絆」はそれほど希薄化していないと受け11こめている。また，「友人・知人との絆」

と「職場の絆」では認識がほぼ二分していることが判lﾘ｣した。

表３居住地域への愛着と誇り（％）

表４日常生活での絆が年々薄れているか（％）

そこで，地域内での近所|司士の助け合いの状Udを聞いてみたが，前項の結果

を反映して，否定的回答（398％。「そう思わない」「あま')そう思わない」の

合計値）が肯定的回答（299％。「そう思う」「多少そう思う」の合計値）を｣二

回ったものとなった。

さらに，近所付き合いが燗わしいかをたずねたがここでも肯定的|Ⅱ|答

(449％。「そう思う」「多少そう思う」の合計他）がiIf定的'111答（19.8％。「そ

う思わない」「あまりそう思わない」の合計値）を大きく上回った結果になっ

た。

次に，近所付き合いをどの程度の頻度で行っているのかを聞いた。その結果

－６０－

もっている ９．９

多少もっている ３１．４

どちらでもない 3４．９

あまりもっていない １３．０

もっていない I()９

非常に当

てはまる

ややBII1て

はまる

どちらで

もない

あまり当

てはまら

ない

まったく
、Ｉ

てはま

らない

家族・親戚との絆 ５．０ ２０．２ ２８.(） 2８．６ 1７．３

友人・知人との絆 ８．０ 」 ､５ ２１３ 1２．０

地｣或住民間の絆 1５．８ ２７．２ 3９．４ 9.3 ８．２

'1ｔ代問の絆 １１．２ ３１．４ 3９．２ １０．５ ７．６

ｌＩｉｉｌｉ場の絆 1０．５ 1９．６ 4３．４ 1５．０ ｌＬ４
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は表５のとおりであり，「まったく付き合っていない」とする回答が６割強あ

り，ここでも地域の絆の希薄化を反映したものとなっている。

表５近所付き合いをどの程度の頻度で行っているか（％）

そこでより具体的に地域のつながりの脆弱性を顕在化するものの１つであ

るｌＩｌＭ会・自治会の加入状況を聞いてみた。その結果は表６に見るとおり，町

内会・自治会の非加入率が過半数を占めており一般に言われている近隣住民

組織への参加の減少が本調査でも改めて明らかになった。

表６町内会・自治会の加入率（％）

ここで，町内会・自治会の力'１人状況と「近所付き合いは煩わしいか」のクロ

ス集計を行ったが，近所付き合いが煩わしいと思っている人の過半数が「加入

していない」と回答しているがその一方で，近所付き合いが煩わしいと思っ

ていない人も，「加入していない」とする回答が少なくなかった（表７)。

さらに。町内会・自治会の加入状況と居住年数のクロス集計を行った。その

結果は表８に見るとおり，「20年以上」の居住者は７割近くが加入しているの

に対して，居住年数が短くなるに従って，加入率が低下することが判明した。

但し，「１０年以上，２０年未iilIIi」の居住者では，「力Ⅱ入していない」が「加入して

る」を上回っている。

－６１－

毎|］付き合っている ４２

週にユ、３回程度付き合っている ６．５

週に１口程度付き合っている １０．１

月にIlIil混度付き合っている １７.(）

まったくしていない 6２．３

入している 加入していな

い

加入していた

が退会した

加入している

が退会したい

分からない

3８．７ ５３」 l」 ０．８ ６．３
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表７近所付き合いは煩わしいか×町内会・自治会の加入率（％）

表８居住年数×町内会・自治会の加入率（％）

また，今後の居住意向と'11J内会・'二|治会の加入状》dとのクロス集計も試みた

(表９)。その結采，「できるだけ住み続けたい」を回瀞した者の過半数が町内

会・自治会にlⅢ入しているが，それ以外のlu1答は「力'1入していない」が「加入

している」を上回っており想定されたとおりになった。しかし，「できるだ

け住み続けたい」とする回答者も４割近くが「加入していない」と回答してお

り，ここでも，その11Ｍ]のいかんを１１１]わず，ｌｌ１]~内会・'二|治会の加入率の低下が

改めて分かる。

次に，’'１Ｍ会・自治会のどのような活動に参力Ⅱしているかをたずねた。その

－６２－

入して

いる

力||入して

いない

力Ⅱ入して

いたが

会した

）)'1入して

いるが退

会したい

分からな

し、

》
フ

田
山

》
う

そ ７
■

一
つ

７
』

6４３ ２．９ １．４ 5.7

多少そう思う ３６．’ 5６．０ ０．０ ().６ 7.2

どちらでもない 4２．７ 5()３ １．６ ().(） 5.4

あまりそう思わない ５３．８ 4０．０ 1．５ １．５ 3．１

そう`思わない

７
』

８７
］

5６．４ 0.0 ２．６ 1２．８

)jⅡ人して

いる

)j１１入して

いない

))|］入して

いたが迫

会した

))Ⅱ入して

いるが退

会したい

分からな

い

２０年以_上 ６６３ ２５．２ ２．５ ().(） ６」

１０年以一上２０〈|ﾐ未ｉｉｌｉＩｉ ３９．３ ５３．６ ０．９ ().９ ５．４

５年以｣二ｌＯｌ１刊ﾐ満 ３２．０ ５６．０ １．３ ２．７ ８．０

１年以上５〈|ニミィミＩｉｌＩｉ 1８３ ７５．４ ０．０ ０．８ ５．６

1年未満 8.2 8３．７ ０．０ ().０ ８．２
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表ｇ今後の居住意向×町内会・自治会の加入率（％）

結果は表１０に見るとおりであるご「文化・スポーツ振興」「地域の美化や緑化」

｢防犯活動」が比較的高い'111答率を示した。加入率の低さを反映して，「参加し

ていない」が過半数に及んでいるが，「育児支援」「高齢者の生iTIir支援」「子ど

もや高齢者の見守り」等の，より深く住民個人に立ち入った活動は活発でない

表１０町内会・自治会での活動内容（％）

－６３－

ﾉﾉ１１入して

いる

加入して

いない

）]'１入して

いたが退

会した

刀Ⅱ入して

いるが退

会したい

分からな

い

できるだけ住み続け

たい
。 ７７ ３９３ １．１ ０．６ ６．７

当分住み続けたい ３８．１ 5４７ １．６ |、２ ４５

できれば転居したい ２０．０ 7４．３ ().(） 0.0 ５．７

住みにくいので近々

転居予定
０．０ 8５．７ 0.0 ０.(） １４．３

仕事の関係で'伝居丁’

定
８．７ 6９．６ ().(） ０．０ ２１．７

文化・スポーツ振 １５．９

地域の美化や緑化 １２」

|，j犯活動 １１．１

|ｙｊ・防災活動 ９．７

地域の街)1tみ・景観の保全 6３

史１，安全活1Iilj ４．８

l'･どもや
ロー▲～

１月］ 者の見守り ４．８

il;}i齢者の生活支援 ＬＯ

育児文援 0.5

その他 １７．４

参Dllしていない ５３．１
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ことが分かる。

さらに町内会・日治会の加入理由を聞いた。全体的に１回|答にバラツキが見

られるが，「１１１J内会・Ｉ二|治会への参加は義務だから」が最も高い数値を示し

次いで「地域の人と触れ合えるから」「地域の必要な情報を得ることができる

から」「周りの人が加入しているから」が続いている（表11)。「地域の活動・

行事に参加したいから」は目立って低い数値となっており，近隣住民組織への

参加を地域活性化につなげるといった地域住民の主体的で積極的な意図は希薄

であることが改めて理解される。

表１１町内会・自治会の加入理由（％）

そこで，１１１J内会・自治会を活発にさせるには何が特に必要かをたずねてみた

(表１２)。その結果，「地域住民の親睦・交流」の回答が最も多く，当然のこと

ながら住民問のコミュニケーションの重要性が改めて浮き彫りにされた。次い

で，「災害時の助け合い」が続いており，互酬性が重視されていることが分かっ

た。「地域住民間の'１１１題解決」「行政との窓口」は必ずしも重視されていないこ

とから，地元地域で直而する課題に組織的に行動するといった態勢が指向され

ていないことが|ﾘ]らかである。

－６４－

|IIJ内会・ＥＩ怡会への参加は義務だから ３３８

入居するマンションに)川人が規定されていたから ､０

地域の人とli1l1れ合えるから 1７．８

地域の必要な情''411を↑判:る し とができるから '６．４

周りの人がﾉ)'1入しているから 1６．４

）]'1入のi勧誘があったから 1４．６

暮らしやすい地域づくりに役立ちたいから １１３

地域の活動・行''１:に参力I|したいから ４．７

その他 8.5
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表１２町内会の活動を活発にさせるには何が特に必要か（％）

そこで，どの程度，組織的に行動する「場」が設けられているかを知るため

に，居住地域内で年中行事となっている催しの有無を聞いてみた。その結果は，

｢ある」が62.5％，「ない」が10.9％，「分からない」が26.7％だった。６割強が「あ

る」と回答しており，住民同士が組織的に行動し，交流する「場」は６割強で

一応は用意されていることが分かった。

さらに，地域内での活動にほとんどの住民が参加しているかをたずねた〕そ

の結果は，否定的回答（649％。「そう思わない」「あまりそう思わない」の合

計値）が肯定的l1ql答（13.7％。「そう思う」「多少そう思う」の合計値）を大き

く上回っている。ちなみに内閣府の調査によると２)，この類の活動に参加しな

い理由として，「活動する時間がない」（359％)，「全く興味がわかない」

(151％)，「参加するきっかけが得られない」（14.2％）等が挙げられており，

こうした事情に配慮した対応を講じる必要がある。

次に地域づくり活動に積極的に参加しているかを聞いた。その結果は表１３

に見るとおりであり，否定的回答が７割近くにのぼっている。

そこで，「地域づくりに積極的に参加しているか」と「町内会・自治会の加

入理由」とのクロス集計を行った。その結果は表14に見るとおりである。地域

づくりに積極的な者は，町内会・自治会への加入理由として「地域の人と触れ

－６５－

地域住民の親睦・交流 ４４．２

災害時の助け合い ４１．０

地域の環境整備 ２１．５

地域住民問の問題解決 1６．２

行政との窓口 １２．６

福祉活動 1０．５

その他 ３．４

何も必要とは`思われない ２１．０
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合えるから」「地域の必要な,情報を得ることができるから」といった参加意義

を挙げているがそれ以外の同蓉は「町内会・自治会への参加は義務だから」

が最も高い数値を示しており，町内会・向治会への加入が地域活性化に対して

積極的ではないことが改めてうかがえる．

表１３地域づくり活動に積極的に参加しているか（％）

表１４地域づくりに積極的に参加しているか×町内会・自治会の加入理由（％）

①地域の人と触れ合えるから

②地域の必要な情報を得ることができるから

③暮らしやすい地域づくりに役立ちたいから

④地域の活動・行事に参加したいから

⑤自治会・町内会への参加は義務だから

⑥加入の勧誘があったから

⑦周りの人が加入しているから

⑧入居するマンションに加入が規定されていたから

⑨その他

枝設問

ところで，地域活動を継続させていくためには，それを推進するリーダーの

存在が欠かせない。そこで，地域内でのリーダーの存在を聞いたが，奔走的|｢iｌ

－６６－

積極的に参加している 3.0

付き合い程度に参加している １６．８

ほとんど参加していない ４１」

参加したいが機会がない １１．０

参加したいと`思わない ２８．０

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

積極的に参加し

ている
6０．０ 40.0 ２６．７ ３３．３ ６．７ 1３３ 6.7 1３．３ 6.7

付き合い程度に

参/Ⅱ|している
２９．２ 2０．０ １８．５ ７．７ ３３．８ 1５．４ ２１．５ 2０．０ 3」

とんど参加し

ていない
９．３ 1６．３ 7.0 ０．０ ３７．２ '４．０ １６．３ 2４４ 1０．５

参加したいが機

会がない
1３．３ ６．７ ６．７ ０．０ ４０.(） ０．０ 6.7 4０．０ 1３．３

参加したいと恩

わない
０．０ ３．１ 3」 ０．０ 3４．４ ２１．９ １５．６ ２１．９ １２．５
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答（362％。「そう思わない」「あまりそう思わない」の合計値）が肯定的回答

(33.3％。「そう思う」「多少そう思う」の合計値）をわずかに上回ったが，ほ

ぼ二分している。

そこで，地域内でのリーダーの存在と地域の悩み事の解決方法のクロス集計

を行ってみた（表15)。その結果，リーダーがいるとする回答者は，いないと

する回答者と比べて明らかに自主的に地域内で解決を図っていることが分か

る。その一方で，「分からない」とする回答が４割を超えており、住民の無関

心な姿勢も目立った。

表１５地域リーダーの存在×地域の悩み事の解決方法（％）

枝設問①地域内の問題なので、地域内で相談して解決している

②地域内で解決できないことが多いので、行政の力を借りて解決し

ている

③地域内で解決できないことが多いので、専門家に相談している

④その他

⑤何もやっていない

⑥分からない

次に地域内でのボランティア活動（子ども会，青少年団体，女性団体，

PTA，美化活動等）への関心度を聞いたが杏定的回答（｢まったく関心がな

い」「あまり関心がない｣）が651％，肯定的'１J1答（｢かなり関心がある」「ある

程度関心がある｣）が34.7％という結果であり否定的回答が肯定的回答を大

きく上回った。

－６７－

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

全体 1０．５ 6.7 １．３ 4.4 ３６．６ 4２．９

そう`思う 2２．４ ８．２ ４」 1０．２ ２０．４ 4４９

多少そ フ，思う 1９．０ 1１．９ ３．２ ４．０ ３３．３ ３１．０

どちらでもない ６．３ 4.4 ０．６ ５．０ ３６．９ 4８．８

あまりそう`思わない ７」 7」 ０．０ ３．０ ３７．４ 4６．５

そう思わない ３．３ 2.2 ０．０ 2.2 ４８．４ 4４．０
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さらに，地域内でのボランティア活動の経験がどの程度かを聞いた｡その結

果は，「まったく経験がない」が7L6％で最も高い|[11答率を示し，次に「何度

か経験がある」（229％)，「月にllIjl程度１１１１｢動している」（5.1％)，「週に１回程

度活動している」（04％）と続いている。

そこで，地域内でボランティア活動を始めたきっかけをたずねた。回答結果

にバラツキが見られるが「自発的な意思で」「｢1治会や子ども会など地域の活

動を通じて」が比較的高い数値を示している（表16)。概して，他者からの接

触を契機としてボランティア活動を始めているケースが多いことが分かる。

表１６地域内でボランティア活動を始めたきっかけは何か（％）

次に地域内でのボランティア活動をどのように考えるかを聞いてみたが，

その結果は表17に見るとおりである。ここでも全体的にバラツキが見られる

が「いろいろな人と知り合うことができる」「これからの良い社会をつくるた

めに必要である」「住みやすいまちづくりのために必要である」「活動が活発に

なれば地域の活性化につながる」「人付き合いに苦労しそうだ」の回答が比較

的多かった。概ねボランティア活動に対して肯定的な受け止め方をしている

－６８－

自発的な意,恩で ３０．９

自治会や子ども会など地域の活動を通じて ２９．５

通っている学校や勤め先での研修や活動を皿じて 1７．４

社会のために役立ちたかった 1２．１

ボランティアや地域活動に係わる講座や研修会に参力Ⅱして 1０．１

家族や親戚・友人や知人に勧められて ９．４

退職や子育てが一段落して 5.4

ボランティアや地域活動にかかわる講座や研修会に参加して 10.1

新聞、雑誌、ポスター、ちらしなどを見て ４０

その他 1６．８
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が，否定的な見方も無視できない割合となっている。

肯定的な見解の多くはいわば「利他性」を含むものであり，－

な見解は，ボランティア活動に対して負担が重く自己犠牲を伴う

イメージを抱いていることが分かる。

一方での否定的

うものといった

表１７地域内でのボランティア活動をどのように考えるか（％）

さらに，地域内でのボランティア活動を活発にするためには今後どのような

ことが必要かを聞いたが，表１８のような結果となった。「ボランティア活動を

したい人と，お願いしたい人を結びつける仕組み」「やりたいと思った時に相

談にのってくれる窓口」が比較的高い数値を示している。これらから，ポラン

－６９－

いろいろな人と知り合う 巳 とができる ２４２

これからの良い社会をつくるために必要である 2３．４

住みやすいまちづくりのために必要である ２１．９

活動が活発になれば地域の活性化につながる 1９．２

人付き合いに苦労しそうだ 1８．１

入りづらい雰囲気がある １４．３

時１１Mの余裕のある人が行う ￣ と １４」

家庭生活や仕事がきちんとできてから行うこと １３９

'二１分を犠牲にする精神が必要である 1０．９

これまでにない貴重な経験ができる 1０．３

責任が重く大変そうだ 8.8

誰もが積極的に参加したほうがよい 8.2

'二１分の生きがいにつながる 7.0

誰でも気軽に参加できるものである 6.5

１１１１しつけられてやるもの 5.7

その他 9.3
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ティア活動をスムーズに行うための受け入れ態勢の整備を求める意見も散見さ

れるがボランティア要員（候補）を後押しするマン・パワーの働きかけが必

要不可欠であることが改めて理解される。

表１８地域内でのボランティア活動を活発にするには何が必要か（％）

最後に，地域住民が気にかけている生活上の課題をたずねた。その結果は表

19に見るとおりである。全体的にバラツキがあるが，「地震，洪水などの自然

災害」「火災」「痴漢や空き巣などの犯罪」が比較的高い数値を示している。

５．４地域知能を巡る小考

コミュニティ再生の鍵を握る地域力を増強させるには，地域が抱える様々な

課題の解決に当たって，地域住民の「集合知」としての地域知能を十分に発揮

させなければならない。

それには，住民自身にとって住環境の良脊が日常生活に大きく影響を及ぼす

という根本的な事実認識に立って，住民が本来的にみずからの住む地元地域に

係わることが権利であると同時に義務でもあるという意識改革が必要である。

－７０－

ボランティア活動をしたい人と、お願いしたい人を結びつける仕組み ４１３

やりたいと思った時に相談にのってくれる窓口 3２．０

学校や地域、施設でのボランティアの受け入れをすすめていく 1９．０

活動で必要となる機材や場所の提供 １７．５

多少の謝礼や特権が得られる 1７．０

ボランティア活動の理解を図るための講座やイベント 1５．６

寄付や助成金などの経済的な支援 1５２

社会的な評価を得られる 112

リーダーや指導者となる人たちの研修や養成の機会 ７．４

その他 1５．６
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表１９地域住民が気にかけている生活上の課題（％）

なぜならば，すべての住民にとって例外なく上述のような周辺事情があるに

もかかわらず，我々の調奔結果からも分かるように地元地域への住民の関心が

明らかに低いからである。こうした状況を変えるには，まず何よりも住民に対

するエンパワーメント（empowerment）に取り組む必要がある。ここで，エ

ンパワーメントとは，潜在化した地域住民のパワーを引き出すためのアプロー

チであり，住民に地元地域の課題に改めて|=lを向けさせ，その解決にコミット

させる取り組みである。

－７１－

｣;Ｍ苫、洪水などの'二|然災害 3８．３

火災 ２６．５

痴漢や空き巣などの犯罪 2３．４

ゴミ１１」しマナー １７．０

うマ△
Ⅲ

●
■
９
０
⑪

◆
◆
▲

、
□
■
■
■
■

ｉｌ
Ｉ

●

一
Ⅸ
｜

駐

1３．３

近|鱗からの騒音・悪臭 |Ｚ､６

''1｢内会・’41治会などの地域活動の担い手不足 １０」

祗話やメールを使った詐欺などの犯罪 ９９

近隣との人間関係 ９．５

公|亜|や道路環境（ゴミのボイ捨てなど） ９．５

ｲｰ育て環境 ９．３

'二Ｍﾘjll工の騒音・粉塵 ５．７

家庭|ﾉﾘ、子ども同士のいじめや虐待 ４４

了少ｲ1二の非行 ４２

lI1｢内会・Ｉヨ治会の活11ﾘ]の停滞化 ４０

その他 2.1

分からない ２１．０

課題はない IＬ８
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そうした意味でも，住民同士のつながりを従来以上に持たせることに努める

必要がある。それは，近所１１士の助け合いや近所付き合いの煩わしさに関する

我々の調査結果を兄ると，住民の地縁的なつながりが希薄であることが改めて

認められるからである。

こうした状況に対して，エンパワーメントの継続的で地道な取り組みが求め

られる。そのことによって，地域住民を中心に、治体，町内会・向治会，

PTA，ＮＰＯ，地元商店街等の住民組織が加わった当事者間の地域活動への参

加をこれまで以上に強く促し地域知能を十全に発揮させ，コミュニティ再生

により実効的に取り組むことが可能となるのである。

我々の調査結果では６割強で年中行事が実施されており，また，町内会・自

治会の活動を活発にさせるには何が特に必要かという住民への問いかけに対し

て，「地域住民の親睦・交流」が最も高い回答率を示している。これらのこと

から，つながり性|(Ｉを高める「素地」がないわけではないことが理解される。

その意味で，つながりの醗成を促すための様々な取り組みが従来以上に実施さ

れなければならない）

具体的には，年'１１行事のような地域住民の親睦・交流が図れる「場」をさら

に設け，一般にその多くは一過性の傾向が強いが，例えば地域内で催される年

中行事の頻度を敢えて塒し住民参加を誘う仕掛けづくりに工夫を凝らす等に

よって，地域住民の親睦・交流の「場」づくりをより積極的に図る必要がある。

また近年，地域住民の出会いの場を提供し地域再生の拠点となるコミュニ

ティ・カフェが注11されているが，このような試みも有効な手段の一つである。

さらに地元商店街による地域再生に向けての積極的な取り組みも強く期待

される。例えば，地域の生活者と商店主で一つのチームをつくり，生活者目線

で商店街やまち全体の魅力を情報発信していくといった取り組みである。売り

手と買い手という従来の関係ではなく，地域の魅力を発信する仲間として取り

組むことで新たな関係や交流が生まれ，まちのファンや活動が増えていくこと

が期待される。

さらに交流の場を増やす一助として，昨今その普及が顕著なソーシャル・

－７２－
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メディアの活用も功を奏する可能性が高くなっている。すなわち，情報発信の

最大の課題は住民にとって価値的なコンテンツ不足である。その課題に地域住

民みずから向き合い，自分たちの手で創生していくことが期待される。コンテ

ンッを作り出す予算という視点でもコンテンツの質という視点でも，生活者を

巻き込んだコンテンツづくりは極めてソーシャル・メディア的なアプローチで

ある。

加えて，既に多くの指摘があるように，地域再生には地域住民間の相互信頼

の醸成が必要不可欠である。これも，住民組織による様々な活動によって相互

信頼が高まり，そのことで近隣との付き合いや社会的な交流が自ずと促され，

地域力の酒養を図っていくことができる。

繰り返せば，コミュニティを形成する根底は生活の場における地域住民の相

互信頼である。人々の心のつながりによって維持される自主的な集団こそがコ

ミュニティのあるべき姿であり，それが地域的なひろがりの範囲をも規定する

ものとなる。

これからのコミュニティは，自主性と責任を自覚した個人および家庭が生活

の場を介して人間としての相互信頼の基盤の上に，各種の共通目標を実現する

ために形成する集団となることが求められる。そのような意味において，コ

ミュニティは，個人や家庭のみでは達成しえない地域住民の様々な要求を実現

する場として，取り残された階層を含めて人間性の回復と真の自己実現をもた

らすものである。

地域社会が真に豊かで，魅力あるものと言えるためには，コミュニティの生

活環境の水準の向上とともに住民相互間の交流と相互信頼，住民参加市民

意識などの社会的水準の充実が重要となる3)。

この住民間の相互信頼の醸成に対する取り組みということでは，自治体もそ

の取り組みを様々な形で実施しており，成果を上げているケースも散見され

る。例えば空き家対策を巡って市民との協働によって信頼関係を従来以上に築

くことができたといった報告がなされている。とりわけ，若者の社会参加を促

すには，「社会への信頼感」や「出会い」が必要である。それには，例えば信

－７３－
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Ｉ項性1t']_このための各椀広報等も効｣)'4''１りな腿|)'1が求められる｡

さらに，当事者間の地域活動を活発にさせ，着実に地元地域の課題解決とい

う成果をあげていくには，地域リーダーの存在が欠かせない。

多くの場合，これまでは地元で働く者が地域リーダーであったが，現在，地

域活動の担い手が地元地域にとどまれない状況にある。既述のとおり，地域の

''１から内発的に地域再生に取り組もうという意欲が{|}てくることが望ましい。

それには，まずリーダーをつくりそのリーダーを支えるネットワークを構築

し，具体的に成果を上げることで地域全体に共感を広げ，住民参加につなげる

ことが求められる。

例えば鶏'１１反では，食育という住民に身近なテーマを打ち出して地域リー

ダーを養成しこれをきっかけに地域コミュニティを育成することに取り組ん

でいる。2010年には「すみだ食育ｇｏｏｄネット」と呼ぶ任意団体を発足させ，

地元のＮＰＯや企業・団体等が力lIWi1し，この'１１に約20人の住民が地域リーダー

として参力ＩＩＬ様々なワークショップやイベント等でまとめ役として活躍して

いるという」)。

ともかく，地域の価値創造を進める内発Ｒｌの地域再牛が求められる現代では

地域振興のキーパーソンを地域の中にいかに養成していくのかが重要となって

くる。そして，地域の持っている様々な資源や能力を正しく認識しそれらを

引き出した上で，地域振興のキーパーソンを組み合わせることができるコー

ディネート能力を持つ人材が，地域リーダーとして必要となってきている5)。

６今後の進め方

今年度は，次の２つのテーマを''１心に研究を進める予定である。

①地域知能ＣＩの本質の考究

地域知能ＣＩの本質に関する理論を整理しCIIの説lﾘI因子としてあるべき

因子を列挙する。その｢'１から，ＳＣを超える政策性（SocialCapitalは可観測性

地域知能は可制御性）を持ったモデルの構造などに関する議論をおこなう。

－７４－
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②アンケート調杏

昨ｲ1ﾐ度の予備i凋査の結果に基づき，３１Ｘの区役所，地域活性化に関連してい

るＮＰＯ法人などへのヒアリングを行いわれわれの設定した質問項目の妥当

性を確認したうえで，アンケート項目を20IMilほど杣Ｉ,)する。それを元に，ネッ

ト調査を実施する。’か所あたり500人程度の回答者を予定する。

③CIIモデルの作成

われわれが行った地域社会のつながりに関する②の調査結果（特色ある研究

及びF1主研究）及び本研究の地域コミュニティへのヒアリング調査結果を踏ま

えて，CIIモデルを作成する。

注

ｌ） 例えば，今回ネット調査を委託したクロス・マーケティング社のＷｅｂサイト

には，次のような調い文句が書かれている。

160万入超の国内最大規模のアンケートモニターを保有し‘性別や住所，年齢と

いった基本属性だけでなく，「シニア」「携帯脳話利用」「｢1動車保有」「化粧,W，

利川」などライフスタイルや購買行動などで約20のカテゴリーに分類しセグ

メント化されています。さらに提携会社のモニターも調査に利用可能。…（ク

ロス・マーケティング社のＷｅｂページ［２］より）。

内閣府「平成１９年版国民白書L

1K1民生活審議会調査部会・コミュニティ問題小委員会「コミュニティ：生i活の

場における人間`性の回復」1969年。http://wwwjpssgo.jp/publication/j／

shiryou/no､13/data/shiryou/syakaifukushi/32.pdf

｢特集１－コミュニティがつくる新たなカタチー」「日経デザイン」2015年６１１

-け。

独立行政法人・中小企業基盤整備機構・経営支援情報センター「地域リーダー

にみる「戦略性」と「信頼性」：地域振興とリーダーの役ｆｌｉｌｌに関する調査研究」

2013年，１ページ。
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[付録］

ネットアンケート調査の実施例として，回答者スクリーニングのための質問

８項Flのうち第１問：居住地域（３区のいずれか）のl111ilbiを付図ｌに示す。本
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ネットアンケート調査の趣旨の説明と，設問１：町内会・自治会への加入有無，

設問６：子どもの有無を問う凹面の例を付図２，３に示す。設問に関する疑問

が予想される場合には赤字で注釈をつけ，回答者の疑問解消を図った゜

付図１ネットアンケート調査：回答者スクリーニング設問１の画面
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付図３設問に注釈をつけた場合：設問６の画面
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